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１．生産性向上が重要
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生産年齢人口の推移

（出典） 2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

（平成25年3月推計）の中位推計。2050年以降は国土交通省国土政策局による試算値。

○広域首都圏全体の将来推計人口の動向をみると、若年・生産年齢人口の減少や、高齢者の増加がみられる。
① 東京圏での生産年齢人口が１０年間に約１００万人減少 （２０１５年約２２９０万人→２０２５年約２１９０万人）
② 広域首都圏の地方圏での生産年齢人口では１０年間で約１１０万人減少（２０１５年約１０５０万人→２０２５年約９４０万人）

東京圏

広域首都圏における地方圏

広域首都圏

（百万人）

（百万人）

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
※広域首都圏における地方圏：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、
福島県、新潟県、長野県、静岡県

（百万人）
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必要不可欠な生産性の向上
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１．深刻化する人手不足を補うため、高齢者や女性を活用
（一億総活躍社会の実現）

経済成長無き限
り、医療も福祉も
賄えない

就業者数の減少
は不可避

経済成長率＝労働生産性上昇率＋就業者数増加率

それでも労働力人口の減少は不可避

これまでと同様のサービスを提供するためには・・・

就業者数の低下を上回る
労働生産性の上昇が必要

２．経済成長には労働生産性の向上が不可欠

生産性の向上が必要
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実質GDP、労働生産性上昇率、労働力人口伸び率の推移

労働力人口伸び率 労働生産性上昇率 実質GDP上昇率

(出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」より作成。実質GDPは、1955年～1979年は68SNA（平成２年
基準）、1980年～1993年は、93SNA（平成12年基準）、1994年～2014年は、93SNA（平成17年基準）による。このた
め、直接接続しないことに留意が必要。 5

長期的に低下してきた日本の生産性

1960～1970 1970～1980 1980～1990 1990～2000 2000～2010



低水準な今日の日本の労働生産性
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○ 今日の我が国の労働生産性は、OECD加盟国で22位と低位。
○ 製造業の労働生産性は比較的高いが、卸小売飲食などは低い。

出典：公益財団法人日本生産性本部「日本の生産性の動向2015年版」より



インフラのストック効果による生産性の向上
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○ 圏央道がつながるなど効率的な物流ネットワークの強化により、民間の投資を喚起

出典：工業統計調査

H26.6 相模原愛川～高尾山間開
通

H25.3海老名～相模原愛川間開
通

※久喜9-1は平成25年に新設。

圏央道周辺の地価動向（海老名9-1、久喜9-1）

各県の平均を上回る地価上昇率

出典：地価公示（国土交通省）

海老名（神奈川県） 約３倍

久喜（埼玉県） 約４倍 ※H27比

製造品出荷額の伸率製造品出荷額の伸率

圏央道の早期に開通した区間では
製造品出荷額が増加

H28年度

事
業
中

事業中

＊ ※１の区間の開通時期については、土地収用法に基づく手続きによる用地買収等が速やかに完了する場合
＊ 境古河IC～つくば中央ICの区間の開通時期については検討が必要
＊ 開通予定は2015年12月9日時点です。

出典）国土交通省調べ（平成22年以降に竣工（予定）の物流施設および工場を対象に作図）

H27.3.29
開通

H27.10.31
開通

境古河Ｉ
Ｃ

久喜白
岡
ＪＣＴ桶川北

本
ＩＣ

高尾山Ｉ
Ｃ

相模原

愛川Ｉ
Ｃ

海老名ＪＣＴ

大栄ＪＣＴ

つくば中央
IC

日高市

入間市

羽村市
日の出町

H27.3.7
開通

H27.3.8
開通 H32年度※１

寒川北IC

H29年度

神崎IC

H26.6.28
開通

企業立地件数
1～2件

3～4件

5件以上

立地済み

立地予定

高速道路
高速道路(事業中)
直轄国道
一般国道

道路

（Ｈ26年12月時点）

藤沢ＩＣ
釜利谷JCT

大泉ＪＣ
Ｔ

東名ＪＣ
Ｔ

（仮称）

白岡菖
蒲
ＩＣ

三郷南IC

高谷ＪＣＴ
（仮称）

H27.6.7
開通



２．首都圏の技術力
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○首都圏は国内の特許登録件数の約６０％を占めている

首都圏の技術力

国内の特許登録件数の推移

平成26年度 首都圏整備に関する年次報告より
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○出願人国籍別の出願件数収支
日本と中国の総出願件数は約2,000件と変わらないが、韓国の総出願件数は２倍の約4,000件
と多く、国内への出願件数も約84％と多い。

日本の技術力

出願人国籍別の出願件数収支
（出願先：日米欧中韓、出願年（優先権主張年）：1998‐2012年）

（出典）特許行政年次報告書2015

日本への出願
2,149件

米国への出願
3,366件

中国への出願
2,233件

韓国への出願
4,033件

欧州への出願
5,644件



３．世界都市東京を擁する首都圏
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○東京圏は、世界4大都市圏で比較すると人口、GRPにおいて圧倒的な強さを持っている
○東京は、世界の都市総合ランキングで、2015年時点で4位を維持している

世界都市東京を擁する首都圏

12

世界の都市総合ランキング

世界の四大都市圏の人口、ＧＲＰ

出典：東京都「東京都市白書２０１３」



４．対流型首都圏の実現
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東京都 ‐60,856人

千葉県
13,180人

埼玉県
28,738人

神奈川県
2,024人

茨城県
10,478人

栃木県
2,517人

群馬県
1,584人

福島県
613人新潟県

1,819人

長野県
3,597人

山梨県
2,348人

静岡県
1,819人

20,000～
10,000～19,999
0～9,999
‐1,999～0
‐3,999～‐2,000
‐5,999～‐4,000
‐7,999～‐6,000

転入超過数（‐は転出超過）

（人）

都県別転出入状況の変化

首都圏内でも一極集中が進展し、二重構造を形成

東京都 73,280人

千葉県
8,364人

埼玉県
14,909人

神奈川県
12,356人

茨城県
‐4,849人

栃木県
‐1,795人

群馬県
‐2,250人

福島県
‐2,211人新潟県

‐5,518人

長野県
‐3,279人

山梨県
‐2,564人

静岡県
‐7,240人

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

【１９９４年】 【２０１４年】
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・東京圏への転入者数のうち、約３割は
広域首都圏内からの転入



各都市圏の人口密度

Tokyo London New York Paris Seoul

COPYRIGHT©2015 THE MORI MEMORIAL FOUNDATION. ALL RIGHTS RESERVED.

都市圏（半径５０ｋｍ）の対全国シェア

TOKYO LONDON NEW YORK PARIS SEOUL

都市圏人口比率 [％] 25.3 23.4 5.2 18.0 51.1 

都市圏従業者比率[％] 25.8 23.7 5.3 21.7 37.3 

都市圏GDP比率 [％] 28.4 22.2 8.6 29.8 48.9
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○交通ネットワークイメージ

「対流」を促す面的な交通ネットワーク

〇対流を産み出すのに、交通ネットワークは必ずしも絶対条件でないが、交通ネットワーク
の形状が対流の形成に大きく寄与

「一対多」から「多対多」へ 16



茨城港

成田国際空港

清水港

京浜港（東京港、川崎港、横浜港）
千葉港

鹿島港

新潟港

新潟空港

信州まつもと空港

東海道新幹線

リニア中央新幹線

北陸新幹線

上越新幹線
東北新幹線

羽田空港

直江津港

富士山静岡空港

福島空港

茨城空港

北関東新産業東西軸の創出プロジェクト

※プロジェクトのイメージを示したものです。

茨城県、栃木県、群馬県にまたがる北関東自動車道沿線は、高速道路網のストック効果により首都圏の空港・港湾の活用が可能なエリアであり、太
平洋側に集中するエネルギー供給拠点のバックアップや、水素社会等による分散型電源の導入、産業活動を支えるための物流の高度化等により、次
世代成長産業を育成し、新たな産業集積地帯の形成を図る。

また、北関東の核となる地域に、多様な地域資源の融合のための対流拠点を整備促進し、日本海と太平洋を結ぶ結節点としての機能を強化すること
で、新たな産業や雇用を創出する。
さらに、北関東の有する地域的な特性を活かした観光コンテンツの発信・活用により、アジアや欧米を中心とした国際観光需要を取り込む。

３．物流機能の高度化

①自動車産業等の立地企業の活動を支える物流機能の高
度化のため、インランドポートの整備について支援を実
施。

②物流拠点を活用した、首都直下地震発災時の食料等の
緊急物資輸送の体制、ルートの確立。

北関東新産業東西軸のイメージ

供給安定性向上のための
日立～鹿島パイプライン

（計画中）

７．関連インフラの整備等

①北関東における新たな産業立地やアクセス性向上を図
るため、港湾や高速道路のスマートＩＣの整備支援等を促
進。また、ＩＣ及びスマートＩＣへのアクセス性向上のため、
幹線道路ネットワークの強化を推進。

②国際社会・東北方面等の各地方へのネットワークを強化
するため、成田・羽田・茨城空港へのアクセスなど、首都
圏三環状道路や東関東自動車道等の高規格幹線道路、
百里飛行場連絡道路等の地域高規格道路の道路等の
交通ネットワークを強化。

③居住環境と物流活動のバランスを考慮した都市機能の
適正配置の推進などによる企業の立地支援の充実。

１．エネルギー基盤の強靱化

①太平洋側に集中するエネルギー供給拠点のバックアップ
や、水素社会等による分散型電源の導入を促進。

②エネルギー供給ライン、エネルギー供給設備の多重化・
分散化等の実現及び水素社会の実現に向けて、地方公
共団体、企業、関係機関等の理解促進、連携強化を図る

ため、普及啓発の活動を実施するとともに支援施策の検
討を行う。

２.新たな資源活用等によるエネルギーの安定供給の推進
①北関東、甲信越地域には豊かな森林資源があり、バイオ
マス産業の振興などによる地域活性化を図ることにより、地
方創生を促進。また、海洋エネルギーを活用した潮流発電
など電力安定化の技術開発を図る。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

４．多様な地域資源の融合のための対流拠点の整備促進

①ＭＩＣＥや新たな産業・雇用など、イノベーションを創出す
る対流拠点を整備する。

②地域資源の融合を図るため、対流拠点と周辺地域間を結
ぶ交通ネットワークを強化する公共交通等の交通インフラ
を整備。

５．地域資源を活かした国際的な
観光コンテンツの発信・活用

①温泉やアウトドアスポーツなどの自然体験や、世界遺産
に代表される日本の多様な伝統・文化・芸能などの観光
コンテンツを発信・活用する。

②観光コンテンツとして人気の高い温泉について、健康増
進など健康科学の観点から、改めて観光コンテンツとして
とらえ発信・活用する。

６．次世代成長産業の育成

①北関東には、自動車産業を始めとする多様な産業や研
究拠点が集積していることから、その資源を活かし、次世
代成長産業の育成・強化を図る。

真岡発電所
（2019年度稼働予定）

東京ガス日立基地
及びパイプライン
（2015年度稼働予定）

第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－１．※
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東日本と西日本、さらには世界をつなぐ新たな物流軸プロジェクト
～物流面における首都圏ゴールデンリング～

我が国の空の玄関である成田空港の周辺地域は物流関連企業の立地が進んでおり、今後も、インバウンドの増加や２０２０年の東京
オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、需要の増大が見込まれている。

こうした状況を踏まえ、成田空港を拠点とした圏央道周辺地域において、新たな工業団地の整備、土地区画整理事業の促進や企業立
地に向けた支援等を行うことで、圏央道や東京湾アクアラインを活用した、東日本と西日本、さらには世界をつなぐ新たな物流の軸を創
出する。これにより、我が国の物流を支える首都圏ゴールデンリングの形成を図る。

１．工業団地等の整備、既存用地を含めた分譲の促進
①新たな工業団地の整備
②土地区画整理事業等における保留地・分譲地の販売促進

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

２．企業等の立地に向けた支援
①積極的な立地環境の情報発信等による企業誘致の推進
②立地企業に対する支援

３．成田空港等の物流機能強化

①空港区域内の貨物エリアの充実

②通関手続の迅速化等の規制緩和

４．関連インフラの整備等
①地域間のアクセス強化を図り、広域交通ネットワークの機能を
最大限に活用するため、首都圏三環状道路、東関東自動車道
や第二東海自動車道（新東名高速道路）等の高規格幹線道路、
横浜環状道路・銚子連絡道路・厚木秦野道路等の地域高規格
道路の道路等の関連する交通インフラ整備等を促進

第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－２．※

袖ケ浦椎の森工業団地 茂原にいはる工業団地

五霞ＩＣ周辺地区 いぶきの丘阿見東

成田空港

18
※プロジェクトのイメージを示したものです。



国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化プロジェクト

首都圏は農業産出額が全国１位で、日本全体の農業産出額の約５分の１を占める大生産基地である。また、空路による輸出額の５割
以上を占める成田国際空港等への交通アクセスも整いつつある。この国際空港の国際線ネットワーク及び圏央道等の高速道路網の整
備に伴う産地からのアクセス性向上等をを活かして、農林水産物等の輸出拡大を図るため、広域首都圏における農林水産物等の産地
とのネットワークを構築する。

２．関連インフラの活用等
○成田空港・羽田空港の国際線ネットワークや、圏央道等の高速道路網を活か

した、産地からのアクセス性向上等を図る。

１．農林水産物等の輸出促進
①農林水産物等の輸出拡大を図るため、ジャパン・ブランドの確立や産地間連
携の取組、輸出環境整備等への取組を推進する。

②国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化を推進し、農林水産物等の輸出を促
進する（国際農産物等市場推進計画策定への支援、輸出手続きのワンストッ
プ化等）。

成田空港

羽田空港

2014年輸出額（全航空貨物）H26農林水産物･食品の輸出額の品目別内訳

（出典）「農政改革の着実な実行と新たな戦略的取組」より（農林水産省）

国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化

上段：（出典）「成田空港物流ネットワーク」 （成田国際空港（株）・関東地方整備局）
下段左：（出典）「農林水産物･食品輸出促進対策の概要」より （農林水産省）
下段右：（出典）「平成２６年 成田空港貿易概要（速報）」（東京税関ＨＰより）

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

事業中※

平成27年10月31日
開通予定

※の区間の開通時期については検討が必要※の区間の開通時期については検討が必要
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富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏の創出プロジェクト

首都圏西部に位置する山梨・神奈川・長野・静岡の各県は、自然、歴史、文化や食を始めとした多様な地域資源を有するエリアであり、リニア中央新幹
線が整備される山梨県駅を中心に、東京圏とそれぞれの地域が高速交通ネットワーク等で結ばれる。これまで進められてきた富士箱根伊豆交流圏構想
の取組も含め、この高速交通ネットワーク等を活用し、国際観光地を形成するとともに、地域資源を活かした広域周遊観光の推進や都市と農山村との対
流の形成を図る。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

３．都市・農山村対流の強化
①東京圏に暮らす人が、週末は田舎で過ごす居住形態を促進し、さらに東京圏に隣接している強み
を活かし、東京圏出身者が地方に移住し、平日は地方で生活し、又は東京圏へ通勤し、週末は、東
京圏の高齢の親の見守り・看病・介護等、新たな二地域居住形態の形成を図る。

②都市と農山漁村の交流を、より将来に向けて持続可能な対流に進化させていくことで、農山漁村だ
けでなく都市部にも新たなビジネスモデルや活発な社会貢献活動を生み出すなど、都市と農山漁村
との相互作用によって双方の発展に寄与し、持続的な対流を形成。

４．関連インフラの整備等
①首都圏及び観光地間の移動時間の短縮を図る第二東海自動車道（新東名高速道路）、中部横断
自動車道、中央自動車道等の高規格幹線道路等の交通インフラ整備等を促進。

②南アルプスや八ヶ岳の別荘地等を国際的な高原リゾートや田園地帯とするため、リニア中央新幹
線駅への移動ルートの機能向上。

１．広域交流拠点の形成
①山梨県駅及び長野県駅周辺を、リニアと高速道路のダイレクトアクセスを活かした二次交通への乗
り換え等の交通結節機能、研究拠点等の産業振興機能、多言語カーナビや自動運転技術搭載の
レンタカーを活用した周遊観光ルートの創出や観光案内等の観光機能、さらには、水素や再生可能
エネルギーを利用し自然環境に配慮した国際交流拠点の整備等、広域交流拠点として形成する。

②関連する交通インフラの整備などを推進し、山梨県駅及び長野県駅から短時間でアクセスできる圏
域を拡大。

２．国際的な観光コンテンツと広域観光周遊ルートの創出
①工場体験、稲作・古民家などの生活文化体験などのニッチなものから、希少な美術・芸術体験ま
で、自然、歴史、文化や食などの多様で豊かな各地域の資源を活かし、より深く、多様なニーズに
対応できる、多彩なコンテンツの開発。

②世界遺産の富士山を始め、ユネスコエコパークの南アルプス、国定公園の八ヶ岳などの自然や、
果物などの食、地場産業などの多様な地域資源を、広域観光周遊ルートの創出に活用するととも
に、外国人観光客の受入環境の整備を推進。また、その際には、環境保全対策等、美しい景観づく
りに配慮した取組を推進。

※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

多言語カーナビ及び自動運転技術
（運転サポート）を搭載したレンタカー
（イメージ）

八ヶ岳

軽井沢

南
ア
ル
プ
ス

富士山静岡空港

清水港

富士山
箱根

パーク＆ライド
駐車場

パーク＆ライド
駐車場

伊豆

リニア新駅
（甲府）

中央自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

中
部
横
断
自
動
車
道

リニア中央新幹線

北陸新幹線

中
部
横
断
自
動
車
道

リニア新駅
（長野）

第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－５．※

20※プロジェクトのイメージを示したものです。
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日光・会津・上州を中心とした地域には、他の地域には無い歴史をテーマとした観光資源が数多く存在し、温泉や豊富な自然も有するなど、純日本
的な地域資源が広く集積するエリアである。こうした特性を有する本地域において、主要観光地の連携・交流を強化し、スローライフ、田舎暮らし等を
コンセプトに『日本のふるさと』としての地域イメージを定着させることで、インバウンドを含む観光振興による交流人口の増加を図る。また、都市と農
山村の交流促進による持続可能な地域コミュニティの形成により、本地域特有の地域資源を将来世代へと引き継ぐ。

１．国際的な観光コンテンツを活用した広域観光周遊ルートの創出
①世界遺産「日光の社寺」「富岡製糸場と絹産業遺産群」を始め、日光・会津・上州地域には旧外
国大使館別荘や旧御用邸、宿場町の面影を残す大内宿といった歴史的価値のある建造物等が
集積している。また、本地域に広がる国立公園は中禅寺湖や五色沼、尾瀬ヶ原といった豊かな自
然環境を有し、観光コンテンツとして人気の高い「草津」「鬼怒川」「東山」等の温泉も数多く点在し
ていることから、本エリア固有の地域資源を広域観光周遊ルートの形成に活用するとともに、国
内はもとより海外からの観光誘客に向けた環境整備等、各種観光施策を推進する。

②「歴史・文化」「自然」「温泉」「食」等、多彩で魅力的な観光資源が集積する本エリアにおいて、特
に外国人が好む純日本的な地域資源を最大限活用し、2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会に向けて増加する外国人観光客に対するＰＲを強化する。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

２．地域資源を守るコミュニティの維持
①純日本的な地域資源を守るため、受け継がれてきた伝統・文化や恵まれた自然環境を活かし、
都会では体験できない食や温泉等の魅力ある観光素材を提供し、本地域と都市部との連携交流
を促進するとともに、地場産業の育成や小さな拠点の整備等を通じて中山間地域を含む本地域
の自立を支援する。

②多世代交流や二地域居住等を始めとする体験型・滞在型観光をツールとした日光・会津・上州地
域ならではの生活スタイルを提案・ＰＲすることで、本地域と都市部との対流を形成し、地域コミュ
ニティの更なる活性化を図る。

３．関連インフラの整備等
①国際観光地日光を中心とした歴史・文化など豊富な観光資源が集積する主要観光地を結び、県
域を越えた交流圏域を創出するため、県境をまたぐ広域幹線道路の整備を推進する。

②効率的かつ魅力ある観光周遊ルートの構築や地域コミュニティの維持・活性化を図るため、高速
道路や新幹線等の広域交通ネットワークと主要観光地、さらには周辺地域間を結ぶ地域連携
ネットワークの充実強化を図る。

日光・会津・上州歴史街道対流圏の強化プロジェクト

第４節 対流型首都圏の構築
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※プロジェクトのイメージを示したものです。
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海洋文化都市圏の創出プロジェクト

東京圏南部の太平洋に面する横浜・横須賀・三浦・葉山・逗子・鎌倉・藤沢等から、これら地域と一体となって相模湾を形成する伊豆半島に至るエリ
アは、古くから海洋とともに栄えた歴史・文化のあるエリアであり、鉄道・港湾・道路などによる産業・観光・物流の拠点整備の進展にともない、その利
点を活かして独自の産業、自然、観光、文化、芸術、スポーツやレジャーなどの連携を促進するとともに、東京湾アクアラインによりつながる房総半島
沿岸地域とも連携を図り、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に世界に発信できる海洋文化都市圏の形成を図る。

海洋文化都市圏のイメージ

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

１.国際的な観光コンテンツと広域観光周遊ルートの創出
①古くから海洋とともに栄えた歴史・文化や、独自の食、スポーツ、レジャーな
どの地域の多面的な宝を広域的、有機的に組み合わせ、各地域の資源を
活かし、より深く、多様なニーズに対応できる、多彩なコンテンツの開発

②横浜港等での大型クルーズ船受入機能の強化や内港地区の再開発など海
を活かしたまちづくりによる観光・MICE拠点の整備と、それらを活かした国内
外への文化・芸術発信拠点の形成
③房総半島沿岸における大型桟橋付帯施設の整備等観光拠点の強化・充実
④水上交通ネットワークの構築による、新たな観光周遊ルートの開発

２．海洋環境の保全、海洋資源の有効活用
①三浦半島に残された大規模緑地や海洋環境などの保全・活用による首都
圏の水と緑のネットワークの推進

②横浜を中心とした海洋に関連する産・官・学の集積を活かし、連携推進によ
る海洋に関する活動（教育・研究・産業・レジャーなど）の拠点化
③江の島での開催を予定するオリンピックレガシーの有効活用

④ヨットレースをはじめとするマリンスポーツなどを通じて、三浦半島から伊豆
半島に至る「環相模湾」エリアにおいて、共有する海洋資源等を活かした連
携を推進する。

第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－６．※

３．関連インフラの整備等
①圏域内の移動や羽田空港及び国内各地とのアクセスを強化するため、骨
格となる域内道路インフラの整備等の促進。
②横浜での大型クルーズ船の受入機能の強化【再掲】
③水上交通ネットワーク構築に必要な岸壁・マリーナ等の整備【再掲】
④海洋エリアを活用した道の駅の整備

※プロジェクトのイメージを示したものです。
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首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト

リニア中央新幹線の神奈川県駅周辺は、圏央道や鉄道（横浜線・相模線・京王線など）が集中して結節しており、リニア中央新幹線の開通で、相模原だけでなく首
都圏南西部全域と羽田空港や中部・近畿圏とのアクセスの飛躍的向上が期待できる。当該南西部エリアには多数の大学や研究機関などが集積しており、これらと
の連携を通じて新たな産業集積や立地特性を活かした業務機能等の集積が進むことで、首都圏を牽引する国際的な都市圏として発展していく可能性がある。

更に、相模原台地は地盤の良い洪積台地に位置し液状化や津波による影響がないことに加え、圏央道の整備により、既存の道路ネットワークとの相乗効果で東
北・北陸・関西方面等のアクセス性が飛躍的に向上したことから、厚木航空基地や立川広域防災基地との連携などにより首都直下地震等の災害時の拠点機能を強
化することで、首都圏のバックアップ機能を有することができる。
このため、これらの機能を有する当該エリアを首都圏南西部国際都市群として位置づけ、首都圏の新しい拠点形成を図る。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

３．災害時の拠点機能の強化

①内陸部における基幹的広域防災拠点や首都中枢機能を併せもった首都圏のバックアップ拠
点を整備。
②当該南西部エリアにある自衛隊の航空基地や駐屯地、広域防災基地、在日米陸軍基地の
返還地等において、自衛隊、消防、警察等応援部隊の広域的な救援活動拠点としての機能
を強化。

４．関連インフラの整備等

①南北の連携強化等、関連する交通インフラ整備を促進。
②企業の立地支援（土地利用を含む）等の充実。

２．首都圏の成長を牽引する産業･研究機能の集積強化
①ロボットや航空宇宙などの技術面で広域的に連携し、新産業の創出及び育成を強化。
②企業､大学､研究機関などによるＲ＆Ｄ（研究開発）、高度産業人材育成機能の充実強化。
③戦略的な企業誘致の推進による、製造業を中心とした産業集積基盤の強化。

１.内陸型国際ゲートウェイの整備推進

①大規模かつ高機能な物流拠点の集積を図るなど、リニア中央新幹線駅を中心とした、国内外のヒ
ト、もの、情報、文化が交流・集積する内陸型国際ゲートウェイの形成を推進。
②他の都市圏とのナレッジ・リンクの形成や、各地の国家戦略特区・国際戦略総合特区・地域活性化
総合特区との連携により、知的創造の交流拠点整備を推進。
③外国人観光客の訪問先として人気が高い湘南・鎌倉、高尾山、箱根・富士山方面などの観
光の拠点としてハブ機能を強化。

※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

首都圏南西部国際都市群のイメージ

第４節 対流型首都圏の構築
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首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト（参考）

周辺の主な公的研究機関

公益財団法人　鉄道総合技術研究所

宇宙航空研究開発機構

宇宙科学研究所

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立極地研究所

国立国語研究所

周辺自治体名 人口

青梅市 １３．７万人

瑞穂町 ３．４万人

立川市 １７．９万人

八王子市 ５６．３万人

日野市 １８．３万人

多摩市 １４．８万人

町田市 ４２．７万人

相模原市 ７２．４万人

厚木市 ２２．５万人

海老名市 １２．９万人

合計人口約２８０万人の都市群が
形成される可能性

周辺の主な大学一覧（４年制大学のみ）

松蔭大学 ヤマザキ学園大学 実践女子大学

東京農業大学 首都大学東京 杉野服飾大学

東京工芸大学 創価大学 国立音楽大学

神奈川工科大学 多摩美術大学 一橋大学

麻布大学 拓殖大学 東京女子体育大学

桜美林大学 帝京大学 国士舘大学

青山学院大学 東京工業大学 和光大学

相模女子大学 東京工科大学 東京家政学院大学

北里大学 東京純心女子大学 玉川大学

女子美術大学 東京造形大学 昭和薬科大学

工学院大学 東京薬科大学 東京女学院大学

中央大学 日本文化大学 法政大学

杏林大学 明星大学

第４節 対流型首都圏の構築
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多摩川国際臨空拠点群の創出プロジェクト

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】 多摩川国際臨空拠点群のイメージ

３．関連インフラの整備等
①関連する交通インフラ整備等を促進。
②企業の立地支援（土地利用を含む）の充実。

１．空港との近接性を活かした産業集積等の強化
①ライフイノベーションやエネルギー産業の拠点である臨海部を始めとした企業・
研究機関等の立地誘導・研究開発支援を推進
②ICT、医療・福祉などの研究開発機関やものづくり産業の集積、及びそれらを融合
させた新たな産業を創出する多摩川・臨海部のエリア連携

③関連する交通インフラの整備等による国際戦略総合特区間の連携強化や国際
的ビジネス拠点の形成促進

２. 自然との共生や、環境に配慮したまちづくりの推進
①自然と調和した多摩川の風景づくり及び地域との自然の共生の促進
②多摩川と公園緑地との回遊性の向上とにぎわい空間の創出
③多摩川を活用したマラソンコースやサイクリングコースの整備などによるスポーツ
事業の推進

④水素社会実現に向けた体制等の構築の推進
⑤再生可能エネルギーを通じた地方との交流の推進

羽田の国際空港に近接する多摩川下流域においては、近年、国際的な競争力のある日本有数の企業や研究機関などの集積が進んでいる。さらに
国家戦略特区・国際戦略総合特区にも指定され、ライフイノベーションを推進している殿町国際戦略拠点「キングスカイフロント」や世界と地域をつな
ぐ新産業創造・発信拠点「羽田空港跡地第1ゾーン」などの拠点形成が進められており、ICT、医療・福祉などの研究やものづくり産業を融合させ、羽
田の国際空港との近接性を活かした新たな産業を創出する国際的な臨空ベルト地帯として発展していく可能性がある。
また、都心部に残された約520万匹の鮎の遡上が確認される多摩川の豊かな水環境や国分寺崖線の貴重な樹林などの自然環境とにぎわい、居住

環境が調和した魅力ある拠点づくりを進め、新たなビジネス環境の創出や文化情報の発信、沿川の環境を活用したスポーツ推進を図るなど、新しい
ビジネスとライフスタイルを創出し、首都圏の国際競争力に寄与する拠点形成を図る。

二子玉川駅周辺地区

武蔵小杉駅周辺の開発 川崎大田特区連携

多摩川

第４節 対流型首都圏の構築

プロジェクト

４－10．※

25
※プロジェクトのイメージを示したものです。



4.イノベーション拠点の創
出
①医療・介護、生活支援など幅広
い分野が抱える各種課題をロ
ボットを通じて解決する新たな
産業領域を創出。

②ロボットの研究開発、実証試
験、認証から人材育成、ベン
チャー支援までを一貫して行う
拠点を構築。

③イノベーションの成果を活かした
豊かなライフスタイルの実現。

つくばを中心とした知的対流拠点の創出プロジェクト

我が国を代表する高水準の研究・教育機能が集積する筑波研究学園都市を最大限に活用し、ＴＸ（つくばエクスプレス）沿いに近接する柏の葉キャン
パス等と連携しながら、リニア中央新幹線の開通を契機として中部や関西との広域的で新たな知識活動の連携を深め、ナレッジ・リンクの具体化につ
ながるスーパー・メガリージョンを牽引するイノベーション拠点を形成する。そのため、多彩で多様な知識が融合し、クリエイティビティが発揮できるよう、
研究機能の向上に加え、ＴＸ沿線地域ならではの暮らし方「つくばスタイル」が実現できる魅力的なまちづくりを進めることにより、日本の発展に寄与す
る知的対流拠点の形成を図る。

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

1.世界都市機能の強化
①科学技術のイノベーションを創出するつくばのまちづくりに加え、つくばと関西学研都市
を結ぶナレッジ・リンク（知の集積）ができ、さらに、イノベーション・ディレクトリを組み込
むことでナレッジ・リンクを面に拡大し、首都圏における科学技術研究機能を支える。

②つくばへのアクセスの強化のため、関連交通インフラを整備。
③ 「充実した都市機能」、「豊かな自然」、「科学のまちならではの知的な環境」という３つの

魅力を享受できるＴＸ沿線地域ならではの暮らし方「つくばスタイル」が実現できるまちづ
くりを進めるとともに、インターナショナルスクールの機能強化を始め、世界中の優れた
研究者やその家族が安心・快適に暮らせる生活環境を整備。

2.研究開発機能の充実
①Ｒ＆Ｄ（研究開発）機能や
オープンイノベーション機
能の充実強化を促進し、更
なる産業高度化への展
開。

②世界第一線の研究者が常
時集積できるような国際会
議・展示会・イベント等の開
催を行い、世界に向けた情
報の共有・発信の強化。

3.つくば国際戦略総合特区の推進
○ライフイノベーション（健康・医療）とグリーンイノベーション（環境・エネル
ギー）の分野で、新事業・新産業の創出につなげる。
ａ．両イノベーション分野に関するプロジェクトを推進
ア．ＢＮＣＴ（次世代がん治療）の実用化
イ．藻類バイオマスエネルギーの実用化
ウ．革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点形成等

ｂ．分野、組織の垣根を超えた新しい産学官連携システムを構築

耳下腺がん

治療前 治療後

北陸北陸 東北東北

海外海外

Prof.Sankai,University of Tsukuba / CYBERDYNE Inc.

ＨＡＬ介護支援用

ＨＡＬ医療用
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東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点の創出プロジェクト
～東日本の玄関口機能を果たし、スーパー・メガリージョンを支える対流拠点の創出～

北陸新幹線の延伸や北海道新幹線の開通は、首都圏と東北圏、北陸圏及び北海道の連携・融合が期待されるだけでなく、首都圏がそれらの圏域
の窓口となることにより、スーパー・メガリージョンの機能をより強化する役割を果たすことが期待される。

東北、上信越・北陸方面からの新幹線が集結する「大宮」は、西日本との玄関口となる「品川」と並び、東日本からの多種多様なヒト、モノが実際に
集結して交流する最初の対流拠点であり、企業の取引機会拡大や販路開拓、連携によるイノベーションの創出等の取組支援や、広域周遊観光ルー
ト構築のための玄関口機能を果たすとともに、首都直下地震の発災時には首都圏の機能をバックアップするための最前線となる。
このため、東日本のネットワークの結節点として連携・交流機能の集積・強化を図るとともに、災害時のバックアップ拠点機能の強化を図る。

東日本玄関口創出のイメージ

【目的とコンセプト】

【具体的取組内容】

４．関連インフラの整備等
○広域交通ネットワークの機能を最大限に活用するため地域高規格道路や幹線道路など関連する
交通インフラ整備等を促進。

２．対流拠点機能の集積強化
○東日本における歴史・文化、芸術、物産及び人材等の地域資源の相互活用によるヒト、モノ、情報
の交流促進、企業活動の活発化、観光コンテンツの充実・連携による広域周遊観光ルートの構築
を図るとともに、北海道、東北、上信越・北陸地方の主要都市間連携の場の構築とＭＩＣＥ等の対流
拠点機能を整備する。

１.国際的な結節機能の充実
①北関東地方、東北地方、上信越・北陸地方及び北海道からのヒト、モノ、情報の集結・交流機能を
高めるため、「大宮」の機能向上等を含む交通機関相互の結節機能を強化し、各種交通モードの
シームレスな利用を促進する。

②成田空港・羽田空港へのアクセス強化により、国際社会とのヒト・モノ等の連携・交流機能や情報
発信力を充実・強化する。

※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

３．災害時のバックアップ拠点機能の強化
①自然災害に強いという立地特性を活かした日本海側と太平洋側の防災連携拠点の整備を促進
し、首都中枢機能を支える都市機能を充実する。

②国の出先機関が集積する「さいたま新都心」付近を、TEC‐FORCE（国土交通省緊急災害対策派遣
隊）の進出拠点に位置付ける。

③多様なエネルギー（ガソリン、軽油、天然ガス、電気、水素等）に対応した供給設備の整備促進に
より、輸送用エネルギーセキュリティを確保し、災害時の人流・物流をサポートする。

④災害発生時に、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）を被災地へ速やかに派遣できる体制を整備する。
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軸コンセプト
圏域コンセプト
地域群コンセプト
対流拠点コンセプト

【４つのコンセプト】

首都圏広域地方計画の改定

１３の連携のかたまりにより、一極集中型首都圏を対流型首都圏に転換。

●ポストオリンピック・パラリンピックの首都圏像を描くための１０年
●インフラ整備が相当程度進展する１０年 → 「インフラを賢く使う手引き書」
●切迫する巨大災害への備えを万全なものとしなければならない１０年
●急激な人口構造の変化への対応が求められる１０年

首都圏計画の意義
～運命の１０年計画～

28



５．東京の世界都市機能強化
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空前の都市改造が進展

30
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２０１２．１２

政権交代
アベノミクス
「三本の矢」

２０１３．９

２０２０年
オリンピック・

パラリンピック
東京開催決定

インフラ関連 今後の予定

２０３０

２０１６．３

北海道新幹線
開業（東京～
新函館北斗）

２０２０

・東京オリンピック・
パラリンピック開催

・東日本大震災に係
る「復興・創生期間」
の計画年度

東京オリンピックでサッカー会場の
１つとなる宮城スタジアム
（出典：kenplatz.nikkeibp.co.jp）

２０２７

リニア中央
新幹線開通
（品川～名古屋）

２０２５
新たな国土形成計画
の計画年度

２０２５２０２０２０１５

２０１５．３

北陸新幹線開業
（東京～金沢）

２０１４．６

虎ノ門
ヒルズ
オープン

２０２０

圏央道
概成

２０１５．３

首都高
中央環状線
開通



第１次 関東大震災後の復興事業（１９２３～）
幹線道路（昭和通り、靖国通り、明治通り）、公園（隅田川・浜町・錦糸町）、区画整理 など

第２次 戦災復興事業（１９４６～）
区画整理（新宿、池袋、渋谷等） など

第３次 オリンピック・パラリンピック基盤施設整備（～１９６４）
首都高速道路、環状７号、国道２４６号、新幹線、地下鉄、オリンピック競技施設
（代々木、駒沢等） など

第４次 オリンピック・パラリンピック基盤施設整備（～２０２０）
三環状の概成
リニア中央新幹線（事業中 ２０２７完成）

・総合特区 ４地区
・国家戦略特区
・都市再生緊急整備地区及び特定都市再生緊急整備地区 １４地区
・再開発（新宿、渋谷、品川、丸の内、八重洲、虎ノ門等） など

臨海副都心開発（１９８９～）みなとみらい（１９８３～） 幕張新都心（１９８５～）

さいたま新都心（１９９１～）新宿都庁完成（１９９１）

つくば研究学園都市完成（１９８０）

32

第４次 アーバン・リジェネレーション①

○アベノミクスのもと、進展する都市改造は「第４次アーバン・リジェネレーション」とも言える
大規模なもの



第４次 アーバン・リジェネレーション②

33出典：東京都HP

東京外かん 構造（計画）東京駅日本橋口前
常盤橋街区再開発プロジェクト

約３９０ｍの超高層タワー

・地下４０ｍ以深の大深度地下
・約１６ｍのシールドマシンを使用
するシールド工法

第４次のアーバン・リジェネレーションは、それまでとは異なり、高度に三次元化されたもの



第４次 アーバン・リジェネレーション③

①日本人・外国人問わず
ストレスフリーな都市環境

 省エネ・効率的なｵﾌｨｽ・住環境
 外国語の通用性
 高度医療
 世界レベルの教育環境

○日本全体の国際競争力を高める牽引力を有する世界都市となるよう、東京の世界
都市機能強化が重要

②ｸﾘｴｲﾃｨﾋﾞﾃｨを有する都市
 ＩＣＴ、金融、デザイン面での機能
強化

 全国のものづくりや文化活動との
連携により、新しい価値を次々と
生み出せる環境の構築

③安全で安心な基盤
 海外の方も安心できる基礎的防災
力の強化

◆耐震化・密集市街地対策
◆帰宅・帰国困難者対応
◆テロ対策など危機管理能力の強化

＋ソ フ ト
（例）○効率性や省エネ性能の向上

○災害・テロ等の際の避難・誘導

ハ ー ド
（例）○施設の老朽化対策

○ﾀｰﾐﾅﾙ駅での明確な動線の確保

世界都市にふさわしい３つの機能の充実

ソフト・ハード一体となった「アーバン・リジェネレーション（都市の再生）」が不可欠

・女性の参画社会と出生率向上
・物流分野の労働力不足
・地球温暖化への対策

・ICTを活用した「知的活動支援都市」の
構築
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美しく風格のある東京
 日本人として誇りを持てる東京

 歴史や文化、伝統を感じさせ、世界の人々を魅了する東京
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第４次 アーバン・リジェネレーション④

対流型首都圏

対流促進型国土対 流

世界都市にふさわしいストレスフ
リー、クリエイティビティ、安全安
心＋女性の社会参画、ICTの活用

東京のｱｰﾊﾞﾝ・ﾘｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ
スーパー・メガリージョン

対 流

対 流

対流型首都圏のイメージ図



６．首都圏ならではの世界に通用する
観光地域づくり
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首都圏における主要な観光資源の分布

東京ディズニーリゾート

東京スカイツリー

富士山
九十九里海岸

湘南海岸

志賀高原

南アルプス
国立公園

国営ひたち
海浜公園

尾瀬国立公園

秩父多摩甲斐
国立公園

富岡製糸場

国営昭和
記念公園

那須

八ヶ岳

日光

箱根

伊香保温泉

水上温泉

草津温泉

鎌倉

熱海温泉
鴨川

館山

軽井沢

善光寺

越後湯沢

猪苗代湖

袋田の滝

益子

笠間

川越

松本城

三保

御前崎

韮山反射炉

伊豆半島

天竜奥三河
国定公園

100km

200km
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首都圏と世界各地の都市圏との観光資源分布の比較

ディズニーリゾート

100km

200km

100km

200km

100km

200km

天津海水浴場

■北京 ■サンフラン
シスコ

■首都圏 ■パリ

エッフェル塔

天安門広場
ゴールデンゲートブリッジ

100km

200km

シャルトル・ノー
トルダム大聖堂

ヴェルサイユ宮殿

フォンテーヌブロー城

中世市場都市プロヴァン

ランス大聖堂

サン・レミ・
バジリカ聖堂

アミアン・ノート
ルダム大聖堂

ノール＝パ・ド・カレーの鉱業盆地

フランドル地方とワロン地方の鐘楼群

ル・アーブル

サ・テティエンヌ大聖堂

ロワール渓谷

天壇

頤和園

周口店
北京原人遺跡

万里の長城

承徳の避暑山荘と外八廟

ヨセミテ国立公
園

アルカトラズ島
フィッシャーマンズワーフ

ゴールデンゲートパー
ク

サンタクルー
ズ
モントレーベ
イ水族館

ナパ・バレー

カーメル・バレー

ユニオン・スクエア

清西陵

清東陵

古文化街

盤山風景区

独楽寺

五大道風情
区

水上公園
大沽口砲台

※各都市の観光資源
は、「世界遺産」・「各
都市の観光HP」より
記載
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東
京
圏
以
外
の

首
都
圏

首
都
圏
以
外
の

広
域
首
都
圏

東
京
圏

5,426
2,120

1,920

411

958
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(28.6%)

１出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」（平成26年確定値） ２「外国人」とは、日本国内に住所を有しない者をいう。

（ ）内は広域首都圏に
占める割合

（ ）内は広域首都圏に
占める割合

都県別延べ宿泊者数の状況（2014年）

都県別 延べ宿泊者数 都県別 外国人延べ宿泊者数

(11.2%)

(10.1%)

(4.0%)

(5.1%)

(4.5%)

(2.9%)

(2.2%)

(5.8%)

(5.1%)

(9.4%)

(11.1%)

(64.6%)
(13.1%)

(4.7%)

(7.0%)

(0.8%)

(0.6%)

(0.5%)

(0.5%)

(0.2%)

(0.7%)

(3.2%)

(3.9%)

全国

4億7,350万人泊

全国計

4,482万人泊
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2,954

参考：都県別外国人延べ宿泊者数の試算 （広域首都圏１都11県を対象に再配分した場合）

消費額は定住人口
約33万人分に相当

東京都以外の11県の合計で
約1,100万人泊拡大できる可能性

訪日外国人旅行
約333万人・回分に相当

※１

※２

■ 現状：訪日旅行者数が1,340万人
の時の外国人延べ宿泊者数
（2014年確定値）

■ 訪日旅行者数が2,000万人
の場合の外国人延べ宿泊者数
（試算値）

■ 訪日旅行者数が3,000万人
の場合の外国人延べ宿泊者数
（試算値）

消費額は定住人口
約50万人分に相当

東京都以外の11県の合計で
約1,650万人泊拡大できる可能性

訪日外国人旅行
約500万人・回分に相当

※１

※２
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※１：訪日外国人旅行１回当たり宿泊回数
は約3.3泊/回
（2014年；宿泊旅行統計調査より算出）

※２：訪日外国人旅行者10人分の消費額が定住
人口１人当たりの年間消費額に相当（１人
当たり年間消費額＝124万円として観光庁
試算；2014年）

(出所)宿泊旅行統計調査（平成26年確定値）
平成27年6月30日観光庁より算出

○ 訪日旅行者数が２千万人・３千万人の各ケースを、現状から単純拡大して試算（グラフの■帯）
○広域首都圏1都11県の合計を、現状の日本人を含む宿泊者全体と同じ都県別比率で再配分（グラフの■帯）



横浜港からの外国人旅行者

○横浜港から年間、外国航路で約7.5万人（H26）の旅行者が上陸している。
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○東京では、外国人旅行者数が年々増加

H27.8.19 大桟橋２隻接岸状況 写真左「飛鳥Ⅱ」
写真右「ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾌﾟﾘﾝｾｽ」 関東地方整備局撮影

横浜港大さん橋 国際客船ターミナル

銀座における外国人旅行者 浅草周辺の外国人旅行者

関東地整 関東地整

0
1
2
3
4
5
6
7
8

Ｈ
17

Ｈ
18

Ｈ
19

Ｈ
20

Ｈ
21

Ｈ
22

Ｈ
23

Ｈ
24

Ｈ
25

Ｈ
26

単位：万人
横浜港船舶乗降人員

横浜市港湾局ＨＰ(H26年は速報値）

乗込 上陸 乗込 上陸 乗込 上陸

平成17年 4.8 5.0 1.3 1.2 3.6 3.7

平成18年 5.9 6.3 1.2 1.2 4.7 5.1

平成19年 5.3 5.7 1.8 1.6 3.5 4.1

平成20年 6.3 6.8 1.6 1.5 4.7 5.2

平成21年 5.4 6.1 1.4 1.3 4.0 4.7

平成22年 5.8 6.6 2.4 2.5 3.4 4.1

平成23年 4.4 4.7 1.2 1.2 3.2 3.5

平成24年 7.5 7.5 3.2 2.9 4.4 4.6

平成25年 9.0 9.4 4.3 4.5 4.7 4.9

平成26年 12.2 12.0 7.8 7.5 4.3 4.6

合計 外国航路 内国航路
年

26.9
17.4

41.6

（目標）

１００万人
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2012 2013 2014 2015 2016 2020

111.6

クルーズ船による外国人入国者数（概数）

法務省入国管理局の集計による。

観光立国実現に向けた
アクション・プログラム（抜粋）
・2020年に「クルーズ100万人時代」を目指す

５年前倒しで実現

2015

（万人）

（年）
（速報値）※外国航路にて上陸した人数を示しており、

日本人観光客を含む。



東京圏南部の太平洋に面する横浜・横須賀・三浦・葉山・逗子・鎌倉・藤沢等から、これら地域と一体となって相模湾を形成する伊豆
半島に至るエリアは、古くから海洋とともに栄えた歴史・文化のあるエリアであり、鉄道・港湾・道路などによる産業・観光・物流の拠点整
備の進展にともない、その利点を活かして独自の産業、自然、観光、文化、芸術、スポーツやレジャーなどの連携を促進するとともに、東
京湾アクアラインによりつながる房総半島沿岸地域とも連携を図り、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に世界に発
信できる海洋文化都市圏の形成を図る。

「海洋文化都市圏の創出プロジェクト４－６」周辺のオリパラ会場（予定）

42
海洋文化都市圏のイメージ

2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の
開催予定場所

○バレーボール、自転車、体
操、テニス、トライアスロン、ボー
ト・カヌー、馬術、アーチェリー、
水泳、等

・有明、お台場、新木場等

○ホッケー
・大井埠頭中央海浜公園

○サッカー
・横浜国際総合競技場

○セーリング
・江ノ島ヨットハーバー

2020年度

※－は開通済、事業中区間である。
なお、ここでは事業中区間はH37に開通しているものとして表記した。
また、…は現在未事業化区間である。

※…は2027年開業予定のリニア中央新幹線（品川・名古屋間）

○自転車
・伊豆ベロドローム



43

北関東自動車道

北陸新幹線

上越新幹線

新潟空港

東北新幹線

福島空港

信州まつもと空港

東海道新幹線

山梨県駅

富士山静岡空港

成田空港

⑧日光・会津・上州

歴史街道対流圏

⑦FIT広域対流圏

長野県駅

⑤富士山・南アルプス・

八ヶ岳対流圏

茨城空港

リニア中央新幹線 羽田空港

「連携のかたまり」同士のコラボ ～観光面での首都圏広域リングの形成～

⑥海洋文化都市圏

日光の社寺

富岡製糸場と絹
産業遺産群

富士山

ひたち海浜公園

【入園者数の推移】

【HPアクセス数】

「連携のかたまり」同士がコラボすることで
観光面での首都圏広域ﾘﾝｸﾞが形成される
・首都圏の観光資源の魅力や質を維持
・新しい魅力の創出
・インバウンドの拡大

観光面での
首都圏広域リング

さいたま市

東北圏・北海道

上越

大阪圏・中部圏

北陸



７．「連携のかたまり」によるコラボ
～首都圏防災力のさらなる向上～
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さいたま市には病院、日赤も充実



○再生可能エネルギーと水素を用いた世界初の自立型エネルギー供給システムを開発。（東芝）

防災のクロスポイント（災害時に機能する首都圏水素軸②）
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「東扇島地区」は、東京都中央区の「有明の丘地区」と並び、
東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点のひとつ。

東芝 ： 水素貯蔵タンク等設置場所（川崎マリエン（東扇島））

出典：平成27年2月10日 世田谷区自然エネルギー活用促進地域フォーラム・水素活用促進部会資料（川崎市）
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○首都直下地震等の対応では、都心に向かって八方向同時に道路啓開を行う八方向作戦を実施
○川崎市には、東名高速、首都高、アクアラインの３つの重要な道路が通過
○さらに、水路（河川）及び航路も加えた総合啓開を行い、空路も含めた四路の連続性を確保

道路の８方向作戦

川崎は８方向作戦でもアクアラインを直結する重要エリア



東扇島は首都直下防災訓練でも重要な拠点

関東地方整備局

船橋防災センター

関東技術事務所

国土交通大学校

荒川ロックゲート

東扇島 8:00

小松川ＲＳ
11：00

日本大学 大宮キャンパス
10：00

（破線）

（実線）

海上ルート

陸路ルート

海上輸送（港湾空港部）

緊急用河川敷道路

葛西トラックターミナル
12：30

物資搬入
（東京都トラック協会）

国道17号から緊急用河川敷道路へ
（陸上自衛隊）

日本大学～葛西トラック
ターミナル間の距離：約45ｋｍ

※記載している時間は、所要時間の目安を記載しており、訓練の時間を示すものではありません。

荷下ろし（港運協会）

緊急物資の集約、搬出（さいたま市）

○首都直下地震防災訓練位置図 （実動訓練）H27.11.5（木）
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○さいたま市（日大キャンパスＴＥＣ拠点）から荒川の河川敷道路を使い、小松川のリバーステーション経由で航路にて
東扇島の広域防災拠点までは、啓開が不要。
○多摩川の河川敷を経由するルートも啓開が不要。このルートは首都圏の災害対策の軸。
○災害発生時には全国から川崎まで航路で必要物資を輸送出来れば、首都圏に輸送可能。
⇒ 川崎は支援物資輸送の拠点となり得る。



防災のクロスポイント（災害時に機能する首都圏水素軸①）

今よりさらに！「安全・安心」で「快適・便利」な都市へ!!

「公用車」or「電源」で使う
（燃料電池自動車） 外部給電装置（ＨＥＨ５５）

水素供給装置（ＳＨＳ）

燃料電池自動車から学校
に設置した蓄電池へ継ぎ
足し充電を可能とする機
器を設置（H27.3）
【さいたま市岩槻区】

外 部
給 電

自立分散型電源を備えた避難所（市立学校１６４校）

地域のごみから電気を作り、水素
製造装置を設置（H26.9）
【さいたま市見沼区】

○さいたま市でも非常時を想定して水素活用を推進
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○災害時の河川管理施設の緊急復旧工事、緊急輸送路が遮断した場合の緊急要員の搬送、緊急物資
の輸送、避難民の救援活動、一般被災地の復旧活動に活用。

多摩川河川敷緊急輸送道路

大師河原河川防災ステーション

東扇島基幹的
広域防災拠点

立川広域防災基地

相模原広域防災拠点

更に、多摩川の河川敷も利用可
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「連携のかたまり」同士のコラボ ～首都圏防災力のさらなる向上～

○首都圏の垂直方向・水平方向に「連携のかたまり」同士が防災面で相互に連携することで、首都圏の防災力を向上

連携のイメージ
非常時に首都圏防災軸を活用
して、人・物資・エネルギー（水
素、LNGなど）等を各拠点にある
医療施設、避難施設等へ速や
かに搬送。

：ガスパイプライン
（ループ状のリダン
ダンシーの確保）

：首都圏防災軸

：「連携のかたまり」
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対流型首都圏の実現による世界最高の圏域の創出

対流型首都圏

対流促進型国土
対 流

スーパー・メガリージョン

対 流

対 流

多重リングのコンセプト図

対 流

対 流

対 流

：連携のかたまり

産業面での広域連携

（物流面・研究面等での
首都圏ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾘﾝｸﾞ）

国際観光面での広域連携
（観光面での首都圏広域ﾘﾝｸﾞ）

都市と農山漁村の対
流を支える広域連携

東京の世界都市
機能の強化

対 流



※「プロジェクト」を「ＰＪ」と略記。
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○全３８のプロジェクトを実施

新たな首都圏広域地方計画（案） ～プロジェクト一覧～

第１節

首都圏から始め
る確固とした
データ蓄積と高
度なＩＣＴに基づ
く科学的な国土
管理・国土活用

PJ1-1. 大規模災害に備えた地籍調査の促進ＰＪ

PJ1-2. 次世代ワイヤレスコリドー形成ＰＪ

PJ1-3. ビッグデータ及びICTを活用した地域の安全安心確保
ＰＪ

第２節

巨大災害にも対
応できる強靭な
首都圏の構築

PJ2-1. 首都中枢機能の継続性確保・バックアップ機能強化Ｐ
Ｊ

PJ2-2. 災害対応力強化ＰＪ

PJ2-3. 災害への備えの充実ＰＪ

PJ2-4. 四路啓開ＰＪ

PJ2-5. 「連携のかたまり」同士のコラボによる首都圏防災力
向上プロジェクト

PJ2-6. 大規模災害時のエネルギー輸送確保ＰＪ

PJ2-7. 広域連携による応急住宅提供体制の構築ＰＪ

PJ2-8. インフラ老朽化対策とマネジメントＰＪ

第３節

世界最大の経
済集積圏として
のｽｰﾊﾟｰ・ﾒｶﾞﾘｰ
ｼﾞｮﾝの形成と国
際競争力の強
化

PJ3-1. スーパー・メガリージョンの形成ＰＪ

PJ3-2. 次世代成長産業の育成ＰＪ

PJ3-3. 水素社会ＰＪ

PJ3-4. 大観光時代に対応した基礎的観光力向上ＰＪ

PJ3-5. 東京の世界都市機能強化ＰＪ

第４節

対流型首都圏の
構築

PJ4-1. 北関東新産業東西軸の創出ＰＪ

PJ4-2. 東日本と西日本、さらには世界をつなぐ新たな物流軸ＰＪ

PJ4-3. 首都圏による日本海・太平洋二面活用ＰＪ

PJ4-4. 海洋国家未来軸の創出ＰＪ

PJ4-5. 富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏の創出ＰＪ

PJ4-6. 海洋文化都市圏の創出ＰＪ

PJ4-7. ＦＩＴ広域対流圏の強化ＰＪ

PJ4-8. 日光・会津・上州歴史街道対流圏の強化ＰＪ

PJ4-9. 首都圏南西部国際都市群の創出ＰＪ

PJ4-10. 多摩川国際臨空拠点群の創出ＰＪ

PJ4-11. 東北圏・北陸圏・北海道連結首都圏対流拠点の創出ＰＪ

PJ4-12. つくばを中心とした知的対流拠点の創出ＰＪ

PJ4-13. 国際空港近辺の卸売市場の輸出拠点化ＰＪ

PJ4-14. 急増するインバウンドに対応した総合的な広域首都圏広
域首都圏の空港・港湾の利用拡大と宿泊施設等観光基盤
の整備ＰＪ

PJ4-15. 首都圏版コンパクト＋ネットワーク（「まとまり」と「つなが
り」）構築ＰＪ

PJ4-16. 国際的な港湾・空港機能の拡大・強化ＰＪ

第５節

共生首都圏の形
成と都市農山漁
村対流

PJ5-1. 健康長寿ＰＪ

PJ5-2. 若者・女性・高齢者・障害者活躍ＰＪ

PJ5-3. エコシステムサービス充実ＰＪ

PJ5-4. 首都圏の特性を活かした農林水産業の成長産業化の実
現ＰＪ

PJ5-5. 魅力ある農山漁村づくりＰＪ

PJ5-6. 住み替え支援による地方への人の流れの創出ＰＪ



新たな首都圏広域地方計画の改定スケジュール（案）

○H27.4.22に骨子、H27.10.19に中間整理を確定。H28.2.25の協議会にて計画原案を確定し、
H28.3月末に大臣決定予定。
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首都圏広域地方計画改定スケジュール（案）

H27年度

全国
計画
等

協議会等

大
臣
決
定

第２回（10/19）
・中間整理案の確定

第３回（2/25）
・計画原案の確定

第１回（4/22）
・骨子の確定

第３回

（5/14）
第４回

（6/29）
第７回

（2/17）

・計画原案（案）について

3月●
地方版総合戦略

とりまとめ

●8/14
閣議決定

パブコメ
2月末～
3月中旬

第６回

（10/6）

・中 間 整 理 （案） に つ い て

●

5月末
各市区町村宛文書発出

● ●

第５回

（7/29）

提案内容を推進室へ提出

中間整理反映作業

6/8,9 説明会 7/3 提案提出期限

提案を国土交通大臣へ提出
計画原案反映作業
（11/5～12/2）

中間整理に向けた提案

■各市区町村長→推進室長宛任意提案
■骨子への提案を極力中間整理に反映

計画策定に向けた提案
（国土形成計画法第11条に基づく計画提案）

■各市区町村長→国土交通本省宛法定提案
■中間整理確定後の計画原案（素案）を元に広域地方計

画の策定、変更の判断

第１回・第２回

（2/25,3/25)

・骨子（案）
について

●

シンポジウム（2/25）

● ● ●

● ● ● ● ●



■「首都圏広域地方計画」の計画区域と協議会構成員

首都圏広域地方計画協議会の概要

北関東・磐越地域

茨城県、栃木県、群馬県、福島県、新潟県

首都圏広域地方計画区域（１都７県）

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、山梨県

※協議会には、隣接する４県が参加
（福島県、新潟県、長野県、静岡県）

【国の地方行政機関】
警察庁 関東管区警察局長
総務省 関東総合通信局長
財務省 関東財務局長
厚生労働省 関東信越厚生局長
農林水産省 関東農政局長
林野庁 関東森林管理局長
経済産業省 関東経済産業局長
国土交通省 東北地方整備局長
国土交通省 関東地方整備局長
国土交通省 北陸地方整備局長
国土交通省 中部地方整備局長
国土交通省 関東運輸局長
国土交通省 東京航空局長
海上保安庁 第三管区海上保安本部長
環境省 関東地方環境事務所長
環境省 中部地方環境事務所長

【都県】
○ 茨城県知事
栃木県知事
群馬県知事
埼玉県知事
千葉県知事
東京都知事
神奈川県知事
山梨県知事
福島県知事
新潟県知事
長野県知事
静岡県知事

【指定都市】
さいたま市長
千葉市長
横浜市長
川崎市長
相模原市長（H22.4.1～)

※○印は協議会会長

○茨城県知事 、 栃木県知事 、 群馬県知事 、 福島県知事 、 新潟県知事

北関東・磐越地域分科会構成員

【経済団体】
関東商工会議所連合会副会長

【市町村団体】
全国市長会関東支部長
関東町村会長

※ ○印は分科会会長

【協議会が作成した案を国土交通大臣が提示し、協議会・市町村と調整した上で、国土交通大臣が決定】
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